20176年度　活動方針案

1 無年金障害者の解消を求めて、年金制度の改善を政府や国会に働きかけます。
2 特定障害者に対する特別障害給付金についての参議院の附帯決議にある実態調査を求め、支給対象者の拡大、併給制限の緩和を求めます。
3 障害年金判定の地域格差の解消を名目に進む支給判定の厳格化に反対します、判定見直しにより無年金、または降級となった方の支援をします。
4 中高生に対する年金教育、とりわけ障害年金に対する理解を進めるための教育を強化するよう求めて活動します。
5 ホームページを通じて、「会」の活動と無年金障害者問題を知らせます。
6 ニュースを定期的に発行します。
7 年金にかかわる相談活動（電話110番）を開催します。
8 会員を増強します。
9 無年金障害者の抱える要求を聞き取り、実情をまとめて発表します。
10　それに基づいて、政府（厚労省）や国会に要求をしていきます。
11　低収入者への対策（年金生活者等支援臨時福祉給付金など）の振り分けが、障害者については障害基礎年金の受給の有無が要件とされてきた経緯を調査し、無年金障害者がこれらの福祉的措置の支給対象者から排除されないメルクマール（指標）の提案をしていきます。

○（参考）参議院附帯決議（平成一六年一二月一日）・活動方針案２の2関係
政府は、国民年金制度の発展過程で生じた無年金障害者の福祉の増進を図ることは喫緊の課題であるとの認識の下、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。
一、無年金障害者の生活を支える家族の高齢化等の実情を踏まえ、国民年金制度に加入できなかった在日外国人その他の特定障害者以外の無年金障害者に対する福祉的措置については、本法の附則の規定に基づいて、早急に検討を開始し、必要があると認められるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずること。
二、国民年金に加入できなかった在日外国人及び在外邦人を含む現在無年金となっている高齢者の社会保障制度における位置付けについても所要の検討を行うこと。
三、特定障害者の基礎的な生活の支えとなる特別障害給付金の額については、今後の障害基礎年金等の水準の推移を踏まえて検討すること。
四、本法の施行に当たっては、申請窓口となる市町村との連携を図りつつ、特別障害給付金の制度についての周知徹底を図るとともに、受給者が障害を有することに配慮して、請求手続の簡便化及び認定の迅速化等に努めること。
五、今後、無年金者及びその可能性のある者の実態に関する調査を行うとともに、無年金者が発生することがないよう、万全の体制整備に努めること。
右決議する。
年金生活者等支援臨時福祉給付金とは（厚生労働省ホームページから）

　「一億総活躍社会」の実現に向け、賃金引上げの恩恵が及びにくい低年金受給者への支援によるアベノミクスの成果の均てんの観点や、高齢者世帯の年金も含めた所得全体の底上げを図る観点に立ち、社会保障・税一体改革の一環として平成29年度から実施される予定の年金生活者支援給付金の前倒し的な位置づけになることも踏まえ、また、平成28年前半の個人消費の下支えにも資するよう、所得の少ない高齢者等を対象に年金生活者等支援臨時福祉給付金を実施します。
支給対象者
【高齢者向け給付金（年金生活者等支援臨時福祉給付金）】
　平成２７年度臨時福祉給付金（簡素な給付措置）の支給対象者のうち、平成２８年度中に６５歳以上となる者
　※　平成２７年度臨時福祉給付金の支給対象者とは、平成２７年度分の住民税か課税されていない方です。（ただし、住民税において、課税者の扶養親族になっている方は除きます。）
【障害・遺族年金受給者向け給付金（年金生活者等支援臨時福祉給付金）】
　平成２８年度臨時福祉給付金（簡素な給付措置）の支給対象者のうち、障害基礎年金又は遺族基礎年金を受給している者　（高齢者向け給付金（年金生活者等支援臨時福祉給付金）を受給した者を除く。）
支給額　支給対象者１人につき　３万円
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